





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(32) Lyon-Caen et Renault,op. cit., p.136.
(33) Ripert,Droit Maritime, t.III,1953,p.82.
(34) Merchant Shipping Act 1995,s.190,Marsden,Collisions at Sea,393(12?ed.1988).
(35) Tetley, International Maritime and Admiralty Law, 261-262 (2002), Schoenbaum,
Admiralty and Maritime Law, vol.1,263.(4?ed.2004)
(36) 柴崎・前掲評釈56頁。
(37) 箱井・前掲評釈118頁。
(38) 平井宜雄「消滅時効の進行」『注釈民法（５）総則（５）』281頁（1967年・有斐閣）。
(39) 小町谷・前掲書248頁。島田・前掲書212頁は、「実際上、『権利行使する時』を、『権利成
立の時』、又は『衝突の時』と区別するのは、その実益が少ないから、『衝突の時』という確定
時をもって権利行使する時と解すべし」とし、民法166条1項の定める「権利を行使できるとき
と」と「衝突時」は一致すると説く。
(40) 柴崎・前掲評釈56頁、相原・前掲評釈24頁。
(41) 海事法研究会誌175号70頁。
(42) 柴崎・前掲評釈57頁。
(43) 同前。
(44) 同前。
(45) 島田・前掲書213頁。
(46) 小町谷・前掲書242頁。
海事判例研究（松田) 181
(47) 山戸・前掲書281頁。
(48) 森・前掲書305頁、石井・前掲「海商法（法律学全集30）」340頁。
(49) 島田・前掲書210頁。
（付記）本稿は、文部科学省科学研究費補助金（課題番号：19730086）の交付を受けた研究成果
の一部である。
【連載の開始にあたって】
これまで、早稲田大学海法・運送法研究会の名称で2002年より国内海事判例の連載を続けてき
たが、2007年10月にプロジェクト研究所として「海法研究所（椿弘次・所長）」が設置され、同
研究会は海法研究所の判例研究会（代表：箱井崇史）に発展的に移行することになった。新たな
研究会は、公開形式ですでに３回の研究会が開催され、各大学の研究者・実務家の参加を得て活
発な活動を続けている。本稿は第１回海法研究所判例研究会の成果であるが、今後も従来通り、
研究成果を本誌上に公表していきたい。 （箱井記)
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